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序文

　低炭素社会国際研究ネットワーク（LCS-RNet）は、2009 年の G8 環境大臣会合の合意に基づいて設立さ
れた。2008年に神戸で開催されたG8環境大臣会合では、低炭素社会への移行をいかに達成するのか、といっ
た低炭素社会へ向けたビジョンを各国で確立していくことの必要性が確認された。これは、地球の平均気
温上昇を 2度以内、つまり、地球上のほとんどの生態系に気候変動による致命的な打撃を与えないための
限界と考えられている範囲に抑えるため、2050 年までに世界全体の温室効果ガスの排出量を半減させると
いう目標の達成に寄与する。これを受け、G8の環境大臣は、低炭素社会に向けたビジョンと、これに向け
た道筋を描くことを支援する研究ネットワークの設立に強い支持を表明した。

　2009 年 10 月、G8議長国であるイタリアの主催のもとボローニャにおいて、低炭素シナリオ、資金、技
術等の分野を含む低炭素社会研究に関わり、世界の最前線で活躍している研究者たちが一堂に会し、第一
回 LCS-RNet 会合が開催された。会合参加者は、中・長期目標、低炭素社会シナリオ、経済及び技術政策、
グリーン成長、個人のライフスタイルの変化、分野横断的課題等についての研究の必要性について議論し
た。LCS-RNet の第二回年次会合は 2010 年 9月にドイツ・ベルリンで、第三回年次会合は 2011 年 10 月に
フランス・パリで、第四回年次会合はイギリス・オックスフォードで開催された。これらの会合では、低
炭素社会への移行に向けたプロセスを明示することができる科学の必要性が指摘された。オックスフォー
ド会合では、近年の気候変動に関する研究結果はすべて、経済活動の脱炭素化を実現することの緊急性の
根拠となるものばかりであるという見方をしめした。こうした様々な形で広がる圧力は、世界のそれぞれ
の国や地域でそれぞれ違った形で及ぼされ、展開されてきている。このような状況下において、LCS-RNet
のようなネットワークは、各国の政治、戦略、研究への反応を比較するための有益な機会を提供している。
LCS-RNet が設立されて以来、世界は相当の変化を遂げているが、本ネットワークを介して、低炭素社会に
向けた課題に対する経験と解決策を特定し、共有するという、LCS-RNet の基本的使命はきわめて重要な役
割を持ち続けている。.

　LCS-RNet 第五回年次会合は、2013 年 7月 22-23 日に日本・横浜において、国立環境研究所（NIES）、地
球環境戦略研究機関（IGES）と日本環境省の共催で開催された。本会合はエネルギーシステムの変更や技
術革新だけでは世界的な二酸化炭素排出を十分に削減することはできないという想定の下、マテリアルフ
ローにおける脱炭素化の重要性を取り上げた。また資金調達、社会・政治的変化や LCS-RNet のようなネッ
トワークを通じた情報共有等、様々な活動を介して実施できる低炭素社会への移行に焦点を当てた。最後
のセッションでは低炭素社会の構築におけるグローバルな課題や LCS-RNet に対する将来的な期待が議論
された。

　本統合報告書は LCS-RNet 運営委員と、年次会合の各セッション議長の協力により起草された。特に、
インペリアル・カレッジ・ロンドンの Jim.Skea、英国エネルギー気候変動省（DECC）の David.Warrilow
及び LCS-RNet 事務局の西岡秀三、石川智子、脇山尚子による貢献をここに感謝したい。

　LCS-RNet の活動に多大なる支援を頂いた日本環境省にもお礼を申し上げたい。また、各国の政府関係者
及び LCS-RNet コンタクトポイントの支援と助言に感謝をしたい。特に、西岡秀三及び LCS-RNet 事務局に
おいては、年次会合の計画における強力なリーダーシップと、会合開催地の横浜での彼らの歓待に感謝する。

低炭素社会国際研究ネットワーク運営委員
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主要な見解

　LCS-RNet 第 5 回会合では、複雑な社会的・経済的背景のもとで、低炭素社会はどのように実現
され得るのかについて考察した。現在の社会的状況として、経済不況の後遺症、不安定な雇用、中
東の政情不安、貧富の格差の拡大などが多くの挑戦を提起している。これらの状況は、シェールガ
スなどの新しいエネルギー源の出現や、福島での原発事故の影響などと相俟って更なる不確実性を
もたらしている。同時に、異常気象や気候変動の中・長期的な影響といった懸念が強まっており、
気候変動に対処する措置がますます急務となってきている。本会合ではいかに十分な低炭素投資資
金を確保するか、また、いかに根本的な社会変革を促す構造改革を促進していくか、についてより
広く世界的な見地で、過去の変革から得られた知見などを取り上げながら議論を行なった。会合で
の主要な見解は以下の通りである。

低炭素社会への移行に向けて 
気候変動という地球規模の挑戦に対処するには、多種多様な製品を生産し消費するという、これま
でのやり方を根本から変えることが不可欠である。低炭素化への移行が遅れることで、最適とは言
えない選択肢が定着してしまい、出す必要のない多量の炭素を放出する社会をもたらしてしまう。

炭素排出レベルをより少なくするような対策をもっと包括的に検討すべきである。このような対策
として、需要管理、資源利用量の削減、資源の再利用、製品及び建造物の耐用年数の長期化などが
挙げられる。エネルギー供給技術の改善と低炭素エネルギーミックスへの転換は、エネルギー需要
の削減と同じく重要である。低炭素社会への移行は、景気を刺激し、新たな産業を創出することが
できる。

温室効果ガス排出量を大幅に削減するためには、物財の消費を地球規模で減らしていく必要がある。
脱物質化（資源効率の向上）は、資源需要を減らし、また、最終消費者側への技術の改善・普及に
重要な役割を果たす。.

気候政策の主流化に向けて 
シェールオイルやシェールガスといった新しい炭化水素資源の出現は、気候変動におけるピークオ
イルの議論の妥当性に疑問を投げかける。シェールガスが石炭にとって代わるということは、直接
関連する国での排出量削減につながる可能性があるが、炭素リーケージのリスクを高めることも事
実である。石炭からシェールガスへの転換は、短期から中期的には便益をもたらす可能性がある一方、
このような転換は、気候変動への長期的な解決策にはなりえない。シェールガスなどの新エネルギー
の選択は、エネルギー価格の低下をもたらし、エネルギー需要を削減しようとする意欲を阻害する
ことになる可能性がある。エネルギー問題は、気候変動の文脈の中で考慮される必要がある。先進
国と発展途上国の双方が関わっていくことができる政策もまた必要である。気候の安定化や、世界
規模での化石燃料利用削減のためには、エネルギー政策は政治レベルで方向付けされねばならない。.

経済的に効率的な方法で目標を達成するには競争が必要であるが、社会・環境面における共通目標
を達成するためには協力が不可欠である。エネルギー市場における競争と協力の橋渡しをするよう
な政策手段の選択は、グリーン成長への変革や経済・環境双方における便益をもたらすための重要
な鍵となる。低炭素グリーン成長のためのエネルギー市場の改革は、持続可能な発展のためのプロ
グラムや政策と協調した形で実施されるべきである。高エネルギー排出構造へのロックインを回避
するために、持続可能なインフラ整備が必要である。GHG削減がエネルギー政策と強い関連を持っ
ていることを考え、低炭素グリーン成長を市場改革を通して推進するのならば、効果的な国際気候
政策と炭素市場が必要である。その際には、a）低炭素エネルギー資源や技術を推進する政策　b）
効果的かつ手頃な価格での技術移転や、地域的なクリーンエネルギー市場開発を促進するような国
際的なメカニズム、とはどのようなものであるかを見定めねばならない。.
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主要な見解

低炭素社会を実現するための投資の拡大 
低炭素社会を達成するために必要な投資の水準がだいぶ明らかになってきている。公共部門と民間
部門双方からの投資が必要になるが、公的投融資のみでは不十分である一方、現在の経済情勢下
で民間部門からの投資は伸び悩んでいる。その一方で、世界での民間投資フローは、2010 年から
2011 年の気候関連投資全体の 74％を占めた。ADBなどの多国間銀行は、民間投資を誘致し拡大す
るための、複数の投資刺激・振興プログラムを実施している。途上国においては、マイクロファイ
ナンスが重要な役割を担う可能性がある。.

世界的に低炭素プロジェクトやプログラムに投資を向けてゆくためには、ビジョンだけでなく一連
の適切な政策・施策が必要である。資源に投資するときに、長期的な利益を考慮する必要がある。
挑戦の克服には、資金と技術の構造面と調達面でのイノベーション（革新）が不可欠である。気候
変動が投資判断の主流対象となるように、政策環境を再設計する必要がある。

地域での低炭素活動と国際的な課題との融合 
国際交渉と各国の気候変動対策における進捗の速度は遅いけれども、都市レベルでの低炭素計画や
取り組みは大幅に前進してきた。この事実は、都市単位でのボトムアップ・アプローチによって、
地球規模での低炭素社会への移行を加速できることを示唆している。

都市レベルでの低炭素化プロセスは、斬新な活動がいろいろ湧き出てきて持続的な転換にむけて貢
献するという自律的なプロセスを導くことができる。参加者は、自分の所属するネットワークや組
織を通して自分の考えを具体的な形へと落とし込むことができる。ボトムアップ・アプローチは、
言語や将来展望、論点を共有するという調整メカニズムによって、共通の目標に貢献しうる広範な
参加者の力を強化することができる。.

低炭素社会への移行加速化 
低炭素社会への移行は、社会の基盤となる文化、構造や行動様式といった面での根本的な変化を含
む。低炭素化に向けた課題の追求は、依然として挑戦のままであり続けている。低炭素社会への移
行を成功させるには、ビジョンを持ち、有効且つ効率的と認められた緩和政策のための適切なツー
ルボックスを持っていることが不可欠である。.

低炭素社会構築のような複雑な分野で、優良事例を共有し成功したプロジェクトを拡大していくた
めに知識とイノベーションが重要である。知識とイノベーションは、低炭素社会への移行を実現す
る助けとなるだけでなく、新しいアイデアや実践を開発・創出し、日常生活の中で適用することで、
さまざまな分野にも拡大することができる。
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統合報告書

「実質的な機会を提供し、継続的な高成長と持続
可能な発展を約束する低炭素社会に向けたパラダ
イムシフト」を呼び掛けた 2012 年のカンクン合
意を受け、各国は低炭素社会に向けた計画を開発
することになっている。しかし、その計画は、現
在の経済不況、福島原発事故に対する各国の反応
や、石炭の代替として炭素リーケージが懸念され
るシェールガスの市場への大量参入による豊富な
化石燃料などの課題を考慮する必要がある。

特に経済不況は、多くの国で公的分野における予
算圧迫をもたらし、民間分野がリスクをとるとい
う傾向に歯止めをかけ、低炭素オプションの手頃
感に関する政治的議論を増加させている。実際、
手頃な低炭素オプションは、いくつかの国で取り
上げられているが、これらのオプションは、一時
的にエネルギー関連インフラや研究開発費を増加
させるけれども、それが長期的とは言えない温室
効果ガス削減技術の研究開発費の増加につながる
だけの可能性がある。低炭素政策は生態学的限界
の範囲内で経済の回復を促進するよう設定される
べきである。

それゆえ、低炭素社会に向けた計画の主流化には
困難が伴う。順調に低炭素社会に移行するために
は、低炭素社会に対するビジョンとその有効性と
効率性が十分に検証された適切な緩和政策のツー
ルボックスが重要である。先行研究では、ただ乗
りにより政策措置の費用対効果を低下させるおそ
れのある助成金よりも、義務的な基準設定や情報
政策の方がより大きな成功をもたらすことが示さ

れている。

低炭素ビジョンを設定するためには、低炭素社会
への移行とは、社会システムを特徴づける文化、
仕組みや行動を根本的に変えることを意味すると
認識することが重要である。ここでいう「文化」は、
集合的な価値観、規範や視点、「仕組み」は、物的・
経済的インフラ、制度、規則、規定や集合的な習
慣、「行動」は、慣習と社会システムの運用様式
を指している。

適切な手段をもって政策を評価することにより、
政策の現実的なレベルでの有効性をより容易に評
価することができる。

課題とチャンス

. 低炭素社会に向けた計画は、現在の経済不況、
福島原発事故に対する各国の反応や豊富な化
石燃料の市場への参入等を含む課題を考慮し
なければならない。

. グローバルなレベルでの貯蓄から低炭素投資
への移行には、低炭素社会へ向けたビジョン
と適切な政策や対策が必要である。

. 政策の有効性と効率を評価するための手段を開
発する必要がある。このためには、政策に対す
る個人の反応を捉えることのできる一連のデー
タ・情報が特に有効的であると考えられる。

. 低炭素社会への移行とは、社会システムを特徴
づける文化、仕組みや行動を根本的に変えるこ
とを意味する、と認識することが重要である。

本会議セッション 1：低炭素社会への移行
［.議長.］.Sergio.La.Motta、ENEA　イタリア

スピーカー：
Jim.Skea、Imperial.College.London　イギリス
Derk.Loorbach、Drift　オランダ
Andrea.Bigano、FEEM・CMCC　イタリア

低炭素社会への移行はなぜ難しいのか、主要な気候政策はどのようにして低炭素社会への移
行に貢献できるか？ 
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低炭素社会への移行を加速する

転換に向けてのマネージメント

Source: Derk Loorbach, 2013
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気候変動問題は、新しく且つ、パラダイムシフト
を伴うようなソル―ションを必要とする。そのた
め低炭素型発展の実現における研究の役割は、次
の三つの側面から重要と言える。一つ目、緩和目
標とその実現可能性及び費用が一貫した、潜在的
な短期・長期的発展への道筋についての知識の修
得。二つ目は、低炭素発展を実現するために必要
な各種行動の諸条件を創り出すための、政策決定
者や社会一般に対する科学的根拠に基づいた知識
の伝達。三つ目は、途上国においてリープフロッ
グ型発展と一致するようなビジョンの形成やロー
ドマップの作成に取り組む研究者や研究機関を支
援するための多くの学問分野にまたがる研究の
ネットワーク構築、そしてそれにより経済成長の
炭素強度を低減すること。

新しい、革新的な方法を用いて社会経済的・開発
問題に取り組むにあたり、必要となる研究手段や
方法の開発は重要である。このような手段や方法
は、低炭素社会の枠組みやビジョンの設定、また
代替ビジョンの分析や定量化への取り組み、それ
らの実現可能性を検証するものでなければならな
い。みんなが利益を享受できるように、こういっ
た取り組みの初期段階から政策決定者とのコミュ
ニケーションを行うことが前提となる。研究・政
策対話や、より広い社会一般とのコミュニケー
ションは重要である。なぜならば、低炭素型発展
は技術とライフスタイルの変革を必要とするから
である。政策決定者は確固とした信念と、低炭素
ビジョンを実現するためのロードマップの両方を
必要とする。

研究における学際的なアプローチと協力は、研究
が最大限に低炭素型発展を後押しするための必須
要素である。低炭素型発展の研究において複数の
分野が関与する限りにおいて、特定の分野の境界
を超える新たな研究方法論の開発が必要となる。

低炭素型発展よりもほかの開発問題を優先しがち
な多くの途上国における研究や能力の現況を踏ま
えると、低炭素型発展を推進するためには、低炭
素研究のための研究ネットワークという形で各分
野の研究者を集め、確立された国際的・地域的な
優れた研究機関との協働・支援及び科学的根拠に
基づいた計画立案のための地域の能力を十分に拡
張していくことが最良の方法である。こうした文
脈の中、日本の AIM コンソーシアムを通じたア
ジアにおける 8か国、14 地域（州・都市）の分
析及び関連する能力開発支援のための取り組み、
といったものが奨励される。.

課題とチャンス 

. 低炭素社会発展のための成功する政策は、他
分野（経済、安全保障、生活水準等）を補完
しつつ、それらと調和する包括的なものでな
ければならない。また低炭素社会の将来に対
する明確なビジョンを持つ政策でなければな
らない。

. 低炭素社会開発の実現可能性と有効性は、技
術、経済と金融、制度及び低炭素政策とその
他の政策分野との連携に影響される。

. 集合的行動が必要である。その一つの例とし
て、空間的開発、分野別開発、地域のグリーン・
ビジネスや地域社会参加を包含する行動等が
挙げられる。

. 低炭素社会のための研究ネットワークは、国
レベル・国際レベルの研究コミュニティー間
のより良い連携のための共通プラットフォー
ムを提供し、ツール、政策や優良事例に関す
る知識の共有を促進させるために重要であ
る。

本会議セッション 2：低炭素型発展を実現するには
［.議長.］.Shobhakar.Dhakal、AIT

スピーカー：
Yuzuru.Matsuoka、Kyoto.University　日本
Rizaldi.Boar、Bogor.Agricultural.University　インドネシア

低炭素型開発の実現に向けた研究や研究ネットワークの役割は何か？
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統合評価モデル AIM を用いた低炭素型発展研究手順

Source: Yuzuru Matsuoka, 2013
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経済発展に伴うインフラ開発、消費財の普及の拡
大、そして消費財使用の高まりには、より多くの
鋼鉄、セメント、紙やその他の資源の使用が見込
まれる。このような物財利用の拡大はそれらの資
源に関連した温室効果ガス排出量の増大につなが
る。温室効果ガスの総排出量における物財利用に
起因する温室効果ガス排出量の比率は非常に高
い。そのため使用する資源量の大幅な削減は、温
室効果ガス総排出量の削減に大きく貢献する。

炭素強度の高い物財の管理において、世界的な物
財消費のレベルを下げないかぎり、温室効果ガス
排出量を大幅に削減することは不可能だろう。国
別の現在の物財消費量の違いの理由を特定するこ
とは、物財消費がより少ない開発を探究するため
の重要な第一歩である。また同時に、需要管理、
重量減少、代替品、そして耐用年数の向上等の措
置についても、より詳細に調査する必要がある。

情報通信技術における低炭素・低資源活用に向け
た移行を例に挙げると、物財利用には個人が重要
な役割を果たすことがわかる。しかしながら使用
済みの携帯電話のリサイクルが進んでいない理由
は、経済的なインセンティブの欠如、リサイクル
方法に関する知識の欠如、リサイクル制度の不透
明さや使用者の携帯電話への強い愛着等、いくつ
か挙げられる。リサイクルに関する教育や情報提
供及び経済的なインセンティブは有望アプローチ
と言えるだろう。

物財利用においてリサイクルは重要な役割を果た
す一方で、それだけでは持続可能な資源活用を実
現するには十分とは言えない。スクラップの現存
量は限られている一方で、使用中の資源のストッ
クは増え続けている。さらにそれぞれのライフサ
イクル・ステージにおいて物財損失が発生し、ま

たリサイクルから得られる資源は質が落ちるた
め、天然資源の代替使用には困難が付きまとう。
労力節約から資源・エネルギー節約への焦点の移
行を促すイノベーションによる根本的な変革、物
理的な商品からサービスへの移行、商品の集約的
活用、全ての断片をつなぎ合わせ根本的な社会変
革の必要性を強調する説得力のある急進的なデザ
インの変更と戦略的研究等、多くの課題を乗り越
える必要がある。

課題とチャンス

. リサイクルは教育や意識向上のためのよいエ
ントリー・ポイントとなる一方で、それだけ
では温室効果ガス排出量削減には不十分であ
る。労力節約から資源・エネルギー節約に及
ぶ制度的革新を通じたより劇的な社会技術的
移行が必要である。

. 消費の無制限なレベルの効率性の増加におけ
るリバウンド効果、国際的な貿易相手に対す
る負担のリーケージ、ある資源から別の資源
への問題の転嫁といった変革の副作用を精査
する必要がある。持続可能な行動を後押しす
る適切なビジネス・モデルの構築が課題とな
る。

. 資源需要とそれに伴う二酸化炭素排出が、今
後数十年にわたり大幅に拡大すると考えられ
る新興経済国が重要になってくる。一人当た
りの資源ストックの違いと過去の開発の流れ
の背景にある要因を分析することが物財利用
の軽減の機会の糸口になるだろう。

パラレル・セッション 1-1：低炭素移行のための資源管理
［.議長.］.Yuichi.Moriguchi、University.of.Tokyo　日本

スピーカー：
Seiji.Hashimoto、Ritsumeikan.University　日本
Julia.Nordmann、WI　ドイツ
Magnus.Bengtsson、IGES　日本

物財利用と効率的な製品設計は低炭素社会の実現にいかに貢献できるか？
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鉄鋼の各国 1 人当たりストック量比較

Per capita stock of iron and steel

Source: Mûller and Wang, 2009
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エネルギー市場の変革は、2度目標を達成するた

めの鍵である。エネルギー市場は様々な対立を抱

えている。これらの対立には、(i).競争が経済的

効率性のために不可欠である一方で、社会・環境

的目標の達成には協力が必要であるという「競争」

対「協力」の図式、(ii).「ダイナミックス」対「慣

性」の図式、つまり急速に変化するエネルギー資

源と技術市場のダイナミックス（例：福島原発事

故後のシェールガスと原子力など）対エネルギー

資産の慣性（例：長期的なロックインを発生させ

うる発電所、製油所、パイプラインや受変電設

備など）や (iii).多様さを持つグローバルなエネル

ギー資源供給対地域ごとの異なるエネルギー需要

といった、「グローバル」対「地域」の図式、等

が含まれる。

エネルギー市場の最適な変革には、これら様々な

矛盾（対立の図式）のバランスを取り、コベネ

フィットを得ながらリスクを減らすことが必要で

ある。「グリーン成長」パラダイムは経済成長と、

汚染軽減やエネルギー節約といった環境目標を同

時に考慮して最適解での変更を目指すものであ

る。グリーン成長への移行の鍵は、エネルギー市

場における競争と協力に橋渡しをし、その上で経

済的および環境的利益の双方を享受できるような

政策手段の選択にかかっている。

再生可能エネルギー技術（RET）は持続可能で、

且つ経済的で確実なエネルギーを提供できる主要

な選択肢として浮上した。風力、地熱、水力等の

RET の発電コストは既に多くの場所で伝統的なエ

ネルギー・オプションと比べて引けを取らない段

階まで来ている。太陽光発電技術は太陽光発電の

潜在性が高い地域では競争力があり、また、太陽

光発電技術のコストは急速に下がりつつあり、こ

うしたコスト面の低下が太陽光発電の導入と普及

を後押ししている。スマート・グリッドのよう

な革新的な技術に加えて、RET は伝統的なエネル

ギー競争を追い越し、競争と協力の間の懸け橋に

なる可能性を秘めている。

パラレル・セッション 1-2：  グリーン成長と将来の低炭素社会のためのエネルギー
市場の再設計

［.議長.］.P.R..Shukla、IIMA　インド
スピーカー：

Yuji.Matsuo、IEEJ　日本
Ram.Shrestha、AIT
Ruud.Kempener、IRENA

2 度目標を達成するために、エネルギー市場の競争と協力をいかに橋渡しできるか？
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課題とチャンス

. エネルギー市場における競争は、経済的効率
性を追求するために重要である一方で、時に
2度目標を達成するために必要なエネルギー
システムの重要な変革を妨げる。これは主に、
化石燃料が享受してきた助成金や寡占と言っ
た市場優位性に起因する。

. 2 度目標と「グリーン成長」目標を同時達成
するにはエネルギー市場における「競争」と
「協力」の両方が必要である。協力は、エネ
ルギー市場の需要と供給両方の側面での技術
の研究開発のすべてのステージに不可欠であ
る。

. RET は今後ますます競争力を増すであろう主
要な選択肢であり、持続可能且つ経済的で確

実なエネルギーの供給を可能にするものであ
る。エネルギーシステム全体における伝統的
な化石燃料の割合は、エネルギーシステム投
資の慣性の高さにより、高いままの状態が続
くだろう。そのような状況において、RET は
将来のエネルギー市場の変革において「競争」
と「協力」との間の懸け橋となる跳躍的（リー
プフロッグ）選択肢となりうるだろう。

. 2 度目標を達成するためのエネルギー市場の
変革は：(i).例えば二酸化炭素回収・貯留（CCS）
や原子力といった低炭素・ゼロ炭素技術のリ
スクを回避できる、経済効率が高く、且つ社
会的に許容される政策手段を使用し、(ii).将来
のエネルギーシステムが地球の経済面・社会
面・環境面での安全を強化することを確実に
するものでなければならない。

再生可能なエネルギーによる発電費用

Source: International Renewable Energy Agency (IRENA), 2013

Renewable Electricity Generation Cost
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グリーン気候基金を含む気候変動の資金に関する
議論は、UNFCCC やその他のフォーラムで継続
中である。近年、「スパゲッティ・ダイアグラム」
と呼ばれる資金の流れの包括的な一覧が作成され
た。これは広範囲に及ぶ気候変動関連の資金の流
れを網羅するものである。しかしながら、「気候
ファイナンス」に決まった定義がないため、資金
の流れの特定において混乱をきたし、今度はそれ
が気候変動資金に関する交渉に悪影響を与えてい
る。

公共財政は気候変動資金の主要供給源でありなが
ら、公共財政だけでは不十分のままである。同時
に、気候変動資金により調達される資金量も不明
確のままである。国際的な公共資金源の大部を
占める開発金融機関（DFI）の役割は、限られた
資金源で最大の開発効果を引き出すことである。
DFI は政府投資や民間金融・投資・資本市場といっ
た他の財源を梃子としている。DFIはファースト・
ロス・ポートフォリオ保証やパーシャル・クレジッ
ト保証を含む複数のリスク分散スキームを利用し
てプロジェクトの試験的運用や拡大を行い、成功
ケースについての知識の共有を行っている。

さらに従来型と異なる最近の金融政策からも学ぶ
べきものがある。「炭素ベースの金融政策」は気
候変動資金内で金融統制政策を適用する提案であ
る。この提案された「炭素ベースの金融政策」で

は、中央銀行が炭素を市場操作の手段として利用
することにより、低炭素開発プロジェクトやプロ
グラムに投資するためのマネー・サプライを拡大
させることができる。このような政策は、負の影
響、つまり、インフレを引き起こす潜在的な可能
性などを考慮すべき余地があるものの、低炭素社
会の推進のためにいかに資金量を拡大する金融政
策を適用していくか、中央銀行に課せられる役割
を検討する価値があると考えられる。

課題とチャンス

. このような資金をより正確に追跡し、気候変
動資金調達に関する交渉の焦点を特定するた
めに、「気候変動資金」の合意された定義が
必要である。

. DFI は気候変動資金をテコ入れする触媒とし
て、また、気候変動資金をスケールアップす
るリスク分散スキームの開発者として、さら
には知識共有プラットフォームとして機能す
べきである。

. 伝統的な金融手段は、必ずしも低炭素社会に
向けた資金提供ニーズに対処しているわけで
はない。そのため低炭素社会の創出に貢献す
る、「使える」資金を増やすような新たな手
段の開発が必要である。

パラレル・セッション 2-1：低炭素社会に向けたファイナンス
［.議長.］.Tomonori.Sudo、JICA　日本

スピーカー：
Bindu.N..Lohani、ADB
Marinella.Davide、CMCC　イタリア
Baptiste.Perissin.Faber、CIRED　フランス

気候変動行動における資金の流れをいかに特定、追跡、拡大しうるか？
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気候資金フロー略図 2012

Source: Climate Policy Initiative (CPI), 2012
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都市は最大の資源・エネルギー使用者であり、同
時に二酸化炭素排出源である。また、都市は気候
変動の影響や外的衝撃に対して最も脆弱である。
その一方で都市はその規模ゆえに、全球的な影響
を与えうる様々な選択肢を生み出す革新の場でも
ある。

このような都市のそれぞれに独立した複雑な性質
は、必要な制度的変革や移行が比較的早く実現す
る可能性が高い場所である一方で、分断独立的で
あり、統治能力と財源が相対的に低いことから、
対処するのが最も困難な場所である、というパラ
ドックスを生み出す。

低炭素型発展は実現可能だという証拠は次々と浮
上している。新たなツール、モデル、概念や構想
に誘導・方向づけられ、複数のイニシアチブが、
都市の自立的な変革の一部として世界中に現れつ
つある。しかしながら、これらのイニチアチブの
実際の影響に対してよりプロセス重視型の戦略や
深い理解が求められている。

都市は主導権を握ることができる。都市の小さな
イニチアチブや変革の積み重ねは、しばしば部分
部分の総和を上回る影響力を持つことがあり、気
候変動戦略の主要な焦点の一つになる世界的な動
きとなっている。様々な理由により国家間で合意
に達することができない場合でも、都市レベルで
は行動に移すことができる。研究、政策、資金や
戦略を都市レベルに再設定することが求められて
いるといえる。

課題とチャンス

. 都市における人口密度や一人当たりの消費は
空間的広さに対応するとは限らない。都市化、
開発傾向、また、これらを持続可能なものに
する必要性を考えると、エネルギー需要の弾
性に関する地域差についてのより深い理解が
必要である。

. 低炭素・資源循環型社会の実現は長期目標で
ある一方、外的（環境・社会的）コストを徐々
に内面化するための短期焦点も持つ必要もあ
る。

. 気候変動は都市が直面する幾多の問題の一つ
に過ぎない。衡平、正義、民主主義や競争力
も等しく重要であり、いかなる都市において
も、これらは持続可能性戦略に組み込まれる
べきものである。持続可能な都市成長に関心
が向けられることは勿論であるが、縮小・衰
退しつつある都市のために統合的な戦略を策
定することも必要である。環境革新は、（参
加型）ガバナンスの新たな形態や社会革新の
強化といった、より広範囲に及ぶ社会経済戦
略の一部として、都市の持続可能性を実現す
るための大きな要因となる。日本のエコモデ
ル都市や環境未来都市イニシアチブはこのよ
うな新しいアプローチの非常に革新的で優れ
た試験場となる。

パラレル・セッション 2-2：低炭素未来都市
［.議長.］.Derk.Loorbach、Drift　オランダ

スピーカー：
Roberto.Del.Ciello、ENEA　イタリア
Tsuyoshi.Fujita、NIES　日本
Chun.Xia、WI　ドイツ
Niels.Schulz、UNIDO.consultant

ボトムアップ・アプローチはいかにして低炭素社会への世界的な移行を刺激できるか？
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社会改革による都市再建計画の分析

Source: Tsuyoshi Fujita, 2013

Analyzing Reconstruction-based Town Planning with Social Innovation
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製造業は世界的に最も大きいエネルギー・資源消
費産業であり温室効果ガス排出産業でもあるた
め、重要である。エネルギー効率性は改善されて
きたにもかかわらず、資源利用と排出量の絶対量
は近年共に増えてきている。また工業製品の需要
と貿易の拡大に対応して活動が活発化している。

製造業の高いエネルギー・資源使用量、特に鋼鉄、
セメント、アンモニアやアルミニウム等のエネル
ギー大量消費型の製品を考慮すると、製造業を変
えてゆくには大きな難題がいくつもある。いくつ
かのヨーロッパのエネルギー大量消費産業が作成
した低炭素ロードマップは、エネルギー・物財効
率化には限られた可能性しかなく、相当量の排出
量削減を実現するにはまだほとんど利用可能では
ない産業 CCS 等の画期的な技術に頼らざるを得
ないことを明確にしている。とは言え、多くの国
の実践の場では効率性向上の見込みがまだある。

十分な温室効果ガス削減を世界規模で達成するため
には、製造業における緩和戦略は部門内の技術的解
決だけにこだわらず、新たなパターンの工業製品需
要を考案しなければならない。そうすれば産業は製
品設計の変更、製品の耐用年数の向上等を通じて温
室効果ガス削減に対応することができる。

これは多重の国家・産業レベルの戦略を要する。
それら戦略は短期・長期両面から、特定の産業や
技術を対象としつつ、経済全体をも対象とするも
のでなければならない。顧客と投資の国際的な競
争によるリーケージ問題の可能性を回避するため
に、全ての戦略はグローバルな排出権取引制度に
組み込まれることが理想的である。また国際的部
門別の合意やその他の手段を継続させてゆくこと
も代案となりうる。しかしながら、このような合
意がどのように設計されるべきかについては非常
に多様な意見が存在する。

気候変動対応の最も大きな推進力は、産業そのも
のから来るかもしれない。環境効率性の良い商品、
サービスや技術等のグリーン・ソリューションが、
将来の市場を先導するだろうとの認識がますます
高まっている。そのため、このような市場の開発
を奨励すると同時に、低炭素商品や技術を将来の
ビジネスとして開発したいと考えている、あるい
は多くの場合すでに開発に取り掛かっている「責
任感ある」会社の取り組みを促すような条件整備
や政策枠組み作りは有望な政策分野である。

課題とチャンス

. 製造業における温室効果ガス排出削減のための
ソリューションは、エネルギー効率向上のみな
らず、画期的な新技術の開発を含む物財利用効
率、燃料・原料の切り替え、廃棄物のリサイク
ルやエネルギー回収のためのあらゆる種類の技
術やソリューションを網羅しなければならない。

. またそれらソリューションは分野の境界を越
え、工業製品の新しい需要パターンの開発に
取り組むものでなければならない。そうする
ことにより産業は製品設計の変更、製品の耐
用年数の向上等を通じて温室効果ガス削減に
対応することができる。

. クリーン・テクノロジーや低炭素・ゼロ炭素
エネルギーの技術革新や投資を通じて実現し
た変革は、将来の持続可能な市場を創出し、
雇用機会の増大、貧困や社会的疎外の軽減に
貢献することができる。

. 民間セクターによる統合されたパッケージと
してのスマート都市インフラの開発は、環境
負荷の軽減、生活の質の向上、経済活性化の
強化及び新しいビジネス機会の創出のための
大きな可能性を秘めている。

本会議セッション 3：グリーン成長のための産業の革新
［.議長.］.Stefan.Lechtenböhmer、WI　ドイツ

スピーカー：
Noriko.Fujiwara、CEPS　ベルギー.
Joyashree.Roy、Jadavpur.University　インド
Teruyoshi.Omura、Panasonic.Corporation　日本

どうすれば製造業を低炭素産業化し、グリーン成長に貢献させることができるか？
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温室効果ガスとその他の環境劣化排出物質削減のステップ 

Source: Chakraborty, D., 2012

Steps to Reduction GHG and other environmental emissions
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温室効果ガス排出量の大幅削減は、地球の気温上昇
を 2度以下に抑えるという目標の達成のための鍵と
なる。しかし、全てのセクター、そして社会のあら
ゆるレベルでの根本的な変革が、気候変動というグ
ローバルな課題に対応するために不可欠である。多
くの国の政策担当者は気候変動へ取り組むための行
動の必要性と挑戦に関して共通の認識を持っている。

英国では 2050 年までに温室効果ガス排出量を
80%削減させるという野心的なプログラムが実
行に移されている。排出量削減目標は炭素予算と
いう形で設定されている。その目標を達成するに
は高レベルの変革及び野心とセクター間のノー・
リグレット（後悔しない）トレードオフの特定が
必要である。国民、政策担当者やその他のステー
クホルダーに低炭素オプションへの移行の利益を
売り込むためには、効果的なコミュニケーション・
ツールの利用が必須である。低炭素社会実現は現
実的には挑戦であり続けるが、英国政府は今その
理論を現実にするための実践的な経験を有してい

る。地球環境に関する科学評議会作成の報告書の
中で、評議会はそのような社会契約の重要性及び
エネルギー使用・需要面での課題への対応が緊急
に必要であることを強調している。

それと同時にドイツにおける科学の役割は、いくつ
かのより科学指向ではあるが変革過程にある科学
機関の活動において明らかになってきた。いくつか
のNGOによる科学政策研究機関の設立及び高まっ
た市民社会の声が、ドイツにおいて科学の役割が広
がってきたことを示している。地球環境に関する
科学評議会は、大きな変革の成功には公共デザイ
ンと地球規模の協力が必要であると主張している。

また日本政府は、気候変動はますますその緊急性
が高まっている問題であり、知識の集約・整理作
業を加速させる必要性を認識している。さらにリ
スク管理及び緩和・適応に関する統合された議論
の観点から、途上国間のより多くの、そしてより
密接した協働が低炭素社会への移行の実現におい
て、中心的役割を果たすことも認識している。.

今、国家内・国家間の多様性を考慮した、開発と
気候変動政策・行動の国際・国家・地方レベルで
の早急な調整が求められている。また知識の増大
と科学に対する様々なアプローチを包含する必要
性に対する認識の高まりも見られる。移行の科学
は、そのような移行をいかに実現するかを理解し

ようとするものである。またパラダイムシフトを
伴うような変革の科学は革新を創出する。気候変
動の経済についての学術・応用研究の結果を集約
することで、より包括的な研究が可能になり、行
政及び民間の意思決定者にとってより使いやすい
形となる。.

気候科学及び緩和と適応を社会経済政策に統合す
ることが LCS-RNet の根幹である。研究者や政策

担当者が LCS-RNet のフォーラム等で集まり、気
候変動課題に対応することは重要である。低炭素

ディベート 1：低炭素社会のグローバルな挑戦
［.議長.］.Hideyuki.Mori、IGES　日本

スピーカー：
Hiroshi.Tsujihara、Ministry.of.the.Environment　日本
David.Warrilow、DECC　イギリス.
Stefan.Lechtenboehmer、WI　ドイツ.
P..R..Shukla、IIMA　インド
Benoît.Leguet、CDC.Climat　フランス

低炭素社会に移行するためのグローバルな挑戦に各国政府はどう対応するのか？

このグローバルな挑戦を阻む主要な阻害要因は何か？

低炭素社会国際研究ネットワーク（LCS-Rnet）のようなネットワークはこの課題への挑戦に
どのように貢献しているのか？ 低炭素移行プロセス支援において、LCS-RNet のようなネット
ワークの主要な役割はどのようなものであるべきか？ 
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型発展の実現において各国が直面する状況はそれ
ぞれ異なるため、移行のための共通の道筋や戦略
特定の手段として LCS-RNet の価値は高まってい
る。またネットワークは先進国と途上国との間で、
非常に異なる政治的・社会的背景を持つ教訓や経
験を共有するためのコミュニケーション・ツール
としての役割も果たしている。

日本政府は IGES を通じて、低炭素社会への移行
プロセスにおいて LCS-RNet と LoCARNet の活動

を全面的に強く支持し続ける意向であり、LCS-
RNet の活動の範囲を積極的に広げ、政策担当者、
専門家や研究者のためのフォーラムを構築するこ
とを提案した。これにより LCS-RNet が、より包
括的な方法で気候変動問題に対応し、適切なグ
ローバル政策の特定における緩和・適応対策及び
それらのトレードオフの検討、知識と情報の集約
と整理、途上国が低炭素社会へ移行できるように
するための先進国からの支援を奨励し低炭素世界
への移行を促進する、ことを可能にする。

. 気候変動への対応を、グローバルな協力の
ための手段にすることが主要な課題である。
LCS-RNet のプラットフォームを利用すること
でこのメッセージを普及させることができる。

. この議論からエネルギー効率の良い技術の利
用や低炭素で均衡型のエネルギーミックスの
開発等、いくつかの提言が出てきたが、それ
らはまだこれから法制化により実践に移さな
ければならないものである。

. 低炭素社会への移行、特に温室効果ガス排出
量削減のためには、気候変動をセールスポイ
ントとして強調するべきではない。なぜなら
ば、それは政策担当者の注意を引き付ける効
率的な手段とは言えないからである。低炭素
移行に向けた選択肢と、それらの競争力（さ
まざまなタイプの再生可能エネルギーの選択
等）を比較してみせる方が有効な手段である。

低炭素社会ネットワークの目指すところ

課題とチャンス
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最後のパネル・セッションのスピーカーは低炭素
社会コミュニティーに、「ぬるま湯に浸かった状
態」から抜けて、より移行的な変革に取り組むた
めの手段や手法を開発・導入し、開発課題や生態
系、土地利用やエコシステム・サービスの提供に
関連したより広範囲の環境課題との連携を強める
ことを求めた。

ワークショップに出された報告では、この低炭素
社会課題の緊迫感は認められたが、その緊迫感に
対応するソリューションや分析は見られなかっ
た。より総合的・統合的なアプローチが必要であ
る。

20 年前には想定もされていなかった、中国や日
本での炭素税取り入れ等で見られる、大幅で思い
がけない変革は時間をかけておこるものであり、
ある程度の忍耐が必要、という主張もあった。

この会合では、パラダイムシフトを伴う変革に対
応し、政治システムは予測可能性と管理制御を好
むことを考慮して、予測不能さや混乱について研
究者が政策担当者と関わりやすくするための手法
の開発の必要性が議論されたが、目標設定や目標
の統一あるいは差別化されるべきかどうかについ
ての見解の一致は見られなかった。

また政策立案過程において国民のより深い関与が
必要であり、それは「国民関与」というよりも「政
策関与」とみなされるべきであると主張された。

政策は健全な科学に基づいていなければならない
が、助言をするに当たり、「政策処方的」なアプロー
チよりも「政策関連的」なアプローチがより政策
担当者の注意をひきつけるだろうという強い主張
があった。

課題とチャンス

. 低炭素社会の論議を今まで想定されていた段
階的な変革ではなく、よりパラダイムシフト
を伴う変革を扱う方向にむける必要がある。

. 途上国に関する限りでは、低炭素社会論議は
適応及びより広範囲の開発課題と連携させる
ことが必須である。

. 世界は円滑に発展するわけではなく、次々起
こる発展に誘引されて突然変化するものであ
る。このような発展をよりよく理解するため
には、エージェント・ベース・モデリング等
の低炭素社会に関するツールや手法を拡大さ
せる必要がある。

. グリーン成長の説明の多くは、現状に対する
段階的な変革を前提としており、その変革は
古い不安定な体制に組み込まれた研究組織に
よって推し進められている。

. 低炭素社会の論議はもっと広く開かれるべき
であり、生物多様性、水資源利用可能性、食
糧及び貧困を含む、より広範囲の持続可能性
論議と連携したより総合的・統合的なアプ
ローチでなされるべきである。

. 一体となった環境と交通やそれとつながる商
品やサービスは、土地や生物の多様性を保護
しつつ、エネルギー使用と有毒物質の排出を
最小限に抑えるように設計されるべきである。

ディベート 2：低炭素社会のグローバルな挑戦
［.議長.］..Jim.Skea、Imperial.College.London　イギリス

スピーカー：
Tae.Yong.Jung、KDI.School　韓国
Derk.Loorbach、Drift　オランダ
Abdul.Hamid.Zakri、Science.Advisor.to.the.Prime.Minister.of.Malaysia..IPBES

低炭素社会コミュニティーをいかに移行的変革に立ち向かわせ、低炭素社会という課題をよ
り広い経済的・環境的課題と連携させるか？ 
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低炭素社会にむかうグローバルな挑戦

Source: Tae Yong Jung, 2013
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